
について検討すべきです。 
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 はじめに                                                          

 

 

 

 

  

諮問事項 

１． 学校規模等における基本的な考え方について 

２． 本市学校規模の課題に対する具体的な方策について 

全国的に少子化が進んでいるなかで、本市小・中学校の児童生徒数は、全体にお

いては、住宅開発や流入等により今後 10 年間は増加する見込みで、30 年後も現在

と同程度の規模を維持することが見込まれています。 

学校規模の考え方については、平成 14 年（2002 年）３月「吹田市立小・中学校

の適正規模についての基本的な考え方」の中で示していますが、およそ 20 年が経

過した現在、地域的には小規模となる見込みの学校がある一方、住宅開発等の影響

により児童生徒数の局所的な増加により学校規模が過大となっている学校や、教室

の不足が見込まれ、増築工事や特別教室の普通教室転用等が必要な学校ができるな

ど、学校規模による課題が生じています。 

このような状況から、吹田市教育委員会は、「生命かがやき ともにつながり 未

来を拓く吹田の教育」の実現に向けて、豊かな学びを支援する教育環境を整備し、

充実した学校教育を実現するため、下記事項について、令和 2 年（2020 年）7 月２

日に、吹田市立学校規模等検討委員会（以下「当検討委員会」という。）に対し諮

問を行いました。 

以来、当検討委員会は、本市小・中学校の現状や今後の児童生徒数の推移などを

基に、これからの教育を取り巻く環境や社会情勢の動向なども考慮し、令和 3 年

（2021 年） ６月までに計５回の議論を慎重に重ねてきました。 

このたび、この諮問に対して、当検討委員会の意見等を取りまとめましたので、

答申を行い、その考え方を報告します。 
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第１章 適正規模・適正配置を検討する際の基本的な考え方         

当検討委員会において、小・中学校の規模や課題についての議論を進めるうえで、 

前提となる基本的な考え方は次のとおりです。 
 
 
１ 子供たちにとってより良い教育環境を作る 

小・中学校は、児童生徒が集団生活の中で豊かな人間関係を築きながら社会性や

協調性を身につけていく場です。 

また、教育活動だけでなく、子供たちの生活の場としての視点も学校には必要で

あり、学校運営がしやすい環境づくりも重要であるなど、これらを多面的にとらえ

ることが大事です。 

これらについて、教育環境をどのように整備するかという観点から「子供たちに

とってより良い教育環境を作る視点」をもって学校規模等を考えていくこととしま

した。 

 

 

２  教育施設の効率的な運営を図る 

学校などの施設について、維持管理費用や修繕更新費用等の効率的な運用や、施

設の長寿命化や公共施設の最適化を考えていくことも重要であり、児童生徒の教育

のための限られた予算を、効率的かつ合理的に執行する必要があることから、「教

育施設の効率的な運営を図る視点」も持ちながら議論することとしました。 
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【図表2 普通学級及び支援学級の推移】
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【図表１ 児童生徒数及び学級数の推移】

小学校学級数 中学校学級数 小学校児童数 中学校生徒数

第２章 吹田市の状況について（児童生徒数・学級数等）                 

１ 児童生徒数の推移 

小学校の児童数は、昭和 56年度（1981年度）の 36,406人をピークに、令和 2年度

（2020年度）では 21,017人まで減少し、ピーク時の約 60％になっています。また、

中学校の生徒数は、昭和 61年度（1986年度）の 17,167人をピークに、令和2年度

（2020年度）では 8,851人に減少し、ピーク時の約 50％となっています。 

また、小学校及び中学校の学級数もほぼ同じような推移となっていますが、支援学

級数をみると増加している状況です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学級） 

（支援学級） 

（人） 
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２ 児童生徒数の将来推計（第２期吹田市教育振興基本計画 吹田市教育ビジョンより） 

市全体の児童生徒数は、過去 10 年間の人口変化による純移動や現在の出生率、今

後想定されている住宅開発の影響等を基に推計すると、今後 10 年間は増加する見込

みです。その後減少に転じますが、30 年後も令和元年度と同程度の人数を維持する

ことが見込まれます。 

 

 

３ 留守家庭児童育成室受け入れ児童 

共働き家庭の増加に伴い、すべての就学児童が放課後などを安心・安全に過ごし、多

様な体験・活動を行うことができるよう、平成 26 年(2014 年）に厚生労働省及び文部

科学省は、「放課後子ども総合プラン」を策定しました。（平成 30 年(2018 年)には、

「新・放課後子ども総合プラン」を策定） 

市全体の留守家庭児童育成室 の受け入れ児童数は平成 26年度(2014年度)以降増加

しており、平成 29 年(2017年)に対象学年を小学校 4年生まで拡大したことでさらに

増加しています。 
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【図表 4 留守家庭児童育成室の受け入れ児童数の推移】 
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第３章 小・中学校の学校規模について                  

学校教育法施行規則第 41 条において「小学校の学級数は 12 学級以上 18 学級以下を

標準とする。」とし、中学校も同規則第 79 条において小学校の規定を準用するとして

います。しかし、一方では、「地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この

限りではない。」とも規定しており、地域の実態や実情等を考慮した上で、検討するこ

とが必要となります。 

吹田市においては、大規模校、小規模校があり、それぞれに良い点と課題があること

から、各学校で良い点を伸ばしながら、課題克服に向けた様々な教育上の工夫を行って

います。 

そこで、当検討委員会では、それぞれのメリット、デメリットについて以下の様にま

とめました。 

 

１ 大規模校、小規模校のメリット、デメリット 

（１）大規模校 

ア メリット 

・ いろいろな子がいるので社会の縮図がそこにあり、多様な人間関係ができる 

・ （教職員間でも）新しいアイデアが出てくるなど、広がりができやすい 

・ 多くの教員が関わるので、子供たちも多様な価値観が得られやすい 

・ クラブ活動の種類が多くできる 

・ クラス替えで、シャッフルが可能なので、新たな人間関係が構築しやすい 

・ 集団としての力を発揮できる機会が多い 

 

 イ デメリット 

・ 施設の大きさ・数と人数の課題がある。施設の規模に比べて人数が多い場合、運動

会なども運営等が大変 

・ 大規模校でも小規模校でも特別教室の数は一緒なので、クラス合同で割り当てでの

活動にせざるを得ない場合がある 

・ 特別教室の割当に変更や融通をつけることが難しい 

・ クラブの練習場所の割り当てが少ない 

・ 大きくなりすぎると、人をまとめるのが大変であり、人間関係が希薄化する 

・ 目立たない児童・生徒にスポットが当たりにくい 

・ 一人ひとりの活動に制限がかかり、学校行事の役割など様々な経験ができる機会が

少ない 

・ 運動場等の一人当たりの活動範囲が狭くなり十分な活動が難しい 

・ 大規模校の場合はアンケート集約などの事務量が多い 

・ 教員、特に管理職の事務量が多い 
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（２）小規模校 

  ア メリット 

・ 学校全体で（学年間での）縦の関わりが非常にしやすい 

・ 他学年の児童も把握しやすく、担当学年以外の児童との関係も深まり、支援や声か

けが細やかにできる 

・ 一人ひとりの体験、経験の機会が多い 

・ 年を重ねても旧交を温めることが容易で（当時の顔ぶれを）もち続ける 

・ 運動会の一人当たりの参加種目が多い 

・ 落ち着いた環境で学校生活が送れる 

・ 教員の目が届きやすい 

・ 子供の様子を観察しやすくなるため、支援がしやすい 

 

イ デメリット 

・ 学年行事の運営などを1人でやることもあるので、新任教員は苦労する面もある 

・ 学年の人数により、学級数が減った時の差が大きい（在籍が４１人だと２クラス

で、１クラス当たり２０人～２１人となり、次の年一人転出して４０人になると１ク

ラスになるので４０人の１学級になる） 

・ 複数の教員が病気等で休んだ場合、生徒指導上の課題が生じたときにカバーするこ

とが困難 

・ 合唱や合奏等は苦労する。音楽の発表会等の迫力などが違うし、学校に備えてある

楽器の種類も全く違う（楽器はあっても、少人数なので多くの楽器を使った演奏がで

きない） 

・ 人数が足りないことでクラブ活動の種類等が制限される 

・ １学年１クラスになると、クラス替えなどが無く、ずっと同じメンバーとなるた

め、人間関係が固定化し、辛いと感じることも出てくる 

・ 教員の目が届きやすい一方で、自立という面では課題が残る 

・ いろいろな視点で、多様な考え方を出すことが難しい 

・ 教職員の配置数が減るため、手厚い支援や、チームでの対応や支援が難しい 

・ 小規模校ではPTA活動などでも役割が何回も回ってくる 

・ 掃除の分担にしても一度に全員ですべての箇所をできずに、今日は廊下の日といっ

た、日によって分担場所を変えたりしなければならない 

・ 中学校では教科担任制を採用しており、生徒数に応じて教職員定数が決定する関係

上、教員が配置されない教科が出てくる（例：芸術系・技術家庭科）。時間講師の配

置等でしのぐこととなるが、時間割作成上での制約等の課題も考えられる。  
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※ 文部科学省中央教育審議会の初等中等教育分科会における「小・中学校の設置・運営の在り

方等に関する作業部会〔第８回：H20.12.2〕」の配布資料において、以下の分類表をホームペ

ージに掲載しています。 

学校規模によるメリット・デメリット 

  小規模化 大規模化 

メリット デメリット メリット デメリット 

学
習
面 

・児童・生徒の一人
ひとりに目がとどき
やすく、きめ細かな
指導が行いやすい。 

 集団の中で、多様な考え方
に触れる機会や学びあいの機
会、切磋琢磨する機会が少な
くなりやすい。 
 1学年 1学級の場合、とも
に努力してよりよい集団を目
指す、学級間の相互啓発がな
されにくい。 

 集団の中で、多様な考え
方に触れ、認め合い、協力
し合い、切磋琢磨すること
を通じて、一人ひとりの資
質や能力をさらに伸ばしや
すい。 

 全教職員による各児
童・生徒一人ひとりの
把握が難しくなりやす
い。 

・学校行事や部活動
等において、児童・
生徒一人ひとりの個
別の活動機会を設定
しやすい。 

 運動会などの学校行事や音
楽活動等の集団教育活動に制
約が生じやすい。 
 中学校の各教科の免許を持
つ教員を配置しにくい。 
 児童・生徒数、教職員数が
少ないため、グループ学習や
習熟度別学習、小学校の専科
教員による指導など、多様な
学習・指導形態を取りにく
い。 

 運動会などの学校行事や
音楽活動等の集団教育活動
に活気が生じやすい。 
・中学校の各教科の免許を
持つ教員を配置しやすい。 
 児童・生徒数、教員数が
ある程度多いため、グルー
プ学習や習熟度別学習、小
学校の専科教員による指導
など、多様な学習・指導形
態を取りやすい。 

 学校行事や部活動等に
おいて、児童・生徒一
人ひとりの個別の活動
機会を設定しにくい。 

 
 部活動等の設置が限定さ
れ、選択の幅が狭まりやす
い。 

 様々な種類の部活動等の
設置が可能となり、選択の
幅が広がりやすい。 

 

生
活
面 

 児童・生徒相互の
人間関係が深まりや
すい。 
 異学年間の縦の交
流が生まれやすい。 

 クラス替えが困難なことな
どから、人間関係や相互の評
価等が固定化しやすい。 
 集団内の男女比に極端な偏
りが生じやすくなる可能性が
ある。 
 切磋琢磨する機会等が少な
くなりやすい。 

 クラス替えがしやすいこ
となどから、豊かな人間関
係の構築や多様な集団の形
成が図られやすい。 
 切磋琢磨すること等を通
じて、社会性や協調性、た
くましさ等を育みやすい。 

 学年内・異学年間の交
流が不十分になりやす
い。 

 児童・生徒の一人
ひとりに目がとどき
やすく、きめ細かな
指導が行いやすい。 

 組織的な体制が組みにく
く、指導方法等に制約が生じ
やすい。 

 学校全体での組織的な指
導体制を組みやすい。 

 全教職員による各児
童・生徒一人ひとりの
把握が難しくなりやす
い。 

学
校
運
営
面
・
財
政
面 

 全教職員間の意思
疎通が図りやすく、
相互の連携が密にな
りやすい。 
 学校が一体となっ
て活動しやすい。 

 教職員数が少ないため、経
験、教科、特性などの面でバ
ランスのとれた配置を行いに
くい。 
 学年別や教科別の教職員同
士で、学習指導や生徒指導等
についての相談・研究・協
力・切磋琢磨等が行いにく
い。 
 一人に複数の校務分掌が集
中しやすい。 
 教員の出張、研修等の調整
が難しくなりやすい。 

 教員数がある程度多いた
め、経験、教科、特性など
の面でバランスのとれた教
職員配置を行いやすい。 
 学年別や教科別の教職員
同士で、学習指導や生徒指
導等についての相談・研
究・協力・切磋琢磨等が行
いやすい。 
 校務分掌を組織的に行い
やすい。 
 出張、研修等に参加しや
すい。 

 教職員相互の連絡調整
が図りづらい。 

 施設・設備の利用
時間等の調整が行い
やすい。 

 子ども一人あたりにかかる
経費が大きくなりやすい。 

 子ども一人あたりにかか
る経費が小さくなりやす
い。 

 特別教室や体育館等の
施設・設備の利用の面
から、学校活動に一定
の制約が生じる場合が
ある。 

そ
の
他 

 保護者や地域社会
との連携が図りやす
い。 

  PTA活動等における保護
者一人当たりの負担が大きく
なりやすい。 

  PTA活動等において、
役割分担により、保護者の
負担を分散しやすい。 

 保護者や地域社会との
連携が難しくなりやす
い。 
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２ 学校規模の分類 

次に、当検討委員会では、学校規模について、国の標準や、他市の状況、メリット、

デメリットを踏まえ議論を重ねた結果、次のとおりとしました。 

まず、他市等との相対的な位置付けの評価を行うためにも、国等で一般的に適切と

される目安を標準規模校とし、「望ましい規模」とします。 

また、学級数の多い学校、少ない学校にはそれぞれ良い点と課題があり、各学校で

は良い点を伸ばしながら、様々な教育上の工夫を行っており、標準規模でなければ学

校が成り立たないというものではありません。標準規模を外れる場合であっても、一

定の範囲内にあってデメリットを補うだけの教育が行われる場合や、施設の制約等の

事情も考慮して許容される範囲を大規模校または小規模校とします。 

しかし、１つの特別教室等の使用可能数が、仮に月曜日から金曜日まで１日６時間

授業の場合、１週間あたり３０コマとなるため、３１学級以上の過大規模校では、１

つのクラスの特別教室の使用が週 1回もままならず、また、運動場や体育館も複数学

級で利用することになるなど、総合的な学習や適切な教育のスムーズな推進に支障を

きたすことや、６学級以下の場合は、小学校では人数が少ないことからクラス替えが

行えない、１学級あたり人数が極端に少ない等の課題が発生するなど教育の質の確保

が困難となることから、速やかに課題解決を図るべき範囲を過大規模校及び過小規模

校としました。 

また、法改正の影響による学級数の増加や大型開発による急激な児童生徒数の増加

により、大規模校でも教育環境に大きな影響を与える場合があることから、過大規模

校や過小規模校のみを課題解決の学校ととらえるのではなく、平成 14年の適正規模

についての基本的な考え方にもあるように、小学校で 25学級、中学校で 22学級以上

は適正化を図るべき課題解決の対象とする場合があると考えるべきです。 

なお、独自性の高い取組を進める学校もあることから、学校規模の在り方検討にお

いては、そうした教育活動への配慮も大事であると考えます。 

 

区 分 

学級数 

小学校 中学校 

過大規模校 31 学級以上 31 学級以上 

大規模校 19～30 学級 19～30 学級 

標準規模校 12～18 学級 12～18 学級 

小規模校 7～11 学級 7～11 学級 

過小規模校 6 学級以下 6 学級以下 

学校規模の分類 
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第 4章 過大規模校、過小規模校の課題対策について              

過大規模校及び過小規模校の課題対策については、子供たちの学習指導面の向上とと

もに社会性やコミュニケーション能力の向上など、子供たちにとってより良い教育環境

を作る観点を重視するとともに、費用対効果などの教育行政の効率的な運営の観点も含

め議論しました。 

また、児童生徒数の増加がみられる吹田市においては、令和２年（2020年）末に文部

科学省より発表された３５人学級編制の実施により、特に過大規模校がより影響を受け

ることとなったことから、この制度についても踏まえ、課題解決の方策について検討し

ました。 

 

1 国による課題解消の例示等 

文部科学省発出の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」にお

いて、以下のような事例が紹介されています。 

(1) 学校の分離・新設 

学校を新設し、既存校から分離する。 

(2) 通学区域の見直し 

ア 通学区域の見直し 

小規模校や大規模校において、通学区域の一部を隣接する学校の通学区域に

編入し、学校規模の適正化を計る。 

イ 学校選択制の導入 

市内の全ての学校のうち、希望する学校に就学を認める自由選択制度や、就

学を希望することができる学校を限定する隣接区域選択制度、特定の学校につ

いて、通学区域に関係なく、市内のどこからでも就学を認める特認校制、特定

の地域に居住する者に学校選択を認める特定地域選択制などがある。 

ウ 統 合 

過小規模校の場合、学校を統合し学校規模を拡大する。 

(3) 学校施設の増築等 

教室数が不足する場合、校舎や教室等を増築する。 

(4) 教職員数を増やすこと 

過大規模校の場合、学校規模は見直さず教頭を複数配置することやミドル 

リーダーの役割を果たす教員を配置する等の工夫を行う。 

 

 これらについて以下のような意見がありました。 

 

国による例示等についての意見 

国による例示について、吹田市の状況と合わせて考えると、学校選択制はこれまで

実績もなく、導入にあたっては、まず隣接区域選択制が望ましいとの意見や、学校を

新設する土地がないなどの意見があった。 

また、対象となる学校の個別の実情をそれぞれ整理し、一番適切な解決策を選択す

ることが望ましいと思います。 

なお、保護者・地域への説明や合意形成にあたっては、地理的な要因や予算、児童

生徒数の推計など定量的な情報に基づく検討結果を示すことが重要であるとの意見も

あった。 
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２ ３５人学級編制実施による普通教室確保について 

令和３年（2021年）４月１日に 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律(いわゆる「義務標準法」)の一部を改正する法律案」が施行され

ました。 

この制度では少人数による指導体制の計画的な整備について、小学校における学級

編制の標準を令和７年度（2025年度）までに、３５人に段階的に引き下げることとす

るものです。 

(1) 現状・課題 

令和３年度（2021年度）は、令和２年度（2020年度）まで大阪府が独自の方針と

して２年生も３５人学級としていた方針をそのまま踏襲し、実質の変化はないと思

われます。 

ただし、児童数増加による過大校対策を検討する学校においては、令和４年度

（2022年度）以降、この学級編制の移行により、３１学級以上の過大規模校となる

小学校や保有普通教室が不足となる小学校が増加する見込みです。 

(2) 教室確保のための取組策 

教室確保に向けて、校舎の新築増築工事は期間もかかり、工事スペースの確保が

必要で、日常の学校運営に不便をかけることとなることや、教室の確保を新築増築

のみに頼ると、過大規模校が増加する一方で過小規模校は依然として残る状況とな

ります。 

全市的には、保有教室が不足する見込みの小学校がある一方、保有教室数が必要

数を大幅に上回る見込みであることから、通学区域の見直し等についても検討し、

過大規模校及び過小規模校の課題解消を図るべきとして議論しました。 

 

 

３５人学級への移行についての意見 

３５人学級への移行により、過大規模校となる学校数は増えますが、対策への基本的

な方針としては同じだと考える。 

(1) 通学区域の見直し等について 

ア 通学区域を見直し、必要な教室数を確保する。 

イ 学校選択制を導入し、過大規模校から規模や教室に余裕のある学校への選択を

可能な隣接区域選択制とする。 

ウ 過大規模校となる期間が数年程度と見込まれる場合は、増築等で対応する。その

際は教職員の増員などの支援も併せて行う。 

 

(2) 教室確保について 

教育環境の改善の観点で考えると、少人数指導の教室や英語教室等を転用し、普通

教室とすることは好ましくなく、通学区域の見直し等で対応すべきであると考える。 

しかし、過大規模校となることが数年程度と見込まれる場合は、通学区域の見直し

ではなく、一時的に少人数等の教室を普通教室に割り当てることを許容範囲とするこ

ともやむを得ないものと考える。 
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３ 吹田市の取組方策 

 国の例示や、３５人学級編制による課題への議論を踏まえ、以下の点について検討

しました。 

 

(1) 過小規模校対策 

過小規模校については、以下の課題解決策を検討しました。 

 
 
 対策方法  
 

ア 通学区域の見直し 

隣接する学校の通学区域の一部を編入する。 

イ 学校選択制（隣接区域選択制）の導入 

隣接する学校の通学区域の一部を対象に隣接区域選択制を導入し、過小規模校の

通学区域を拡大させる。 

ウ 学校選択制（特認校制）の導入 

過小規模校については、特別認定校として位置づけ、当該の学校に限って、市内

全域からの児童生徒の入学を認める制度を導入する。 

エ 学校の統合 

通学区域の見直し等が実施できない場合や、実施によっても規模の課題が解決し

ない場合は、学校の統合も検討する。 

 
 
 対策方法に対する意見  
 
過小規模校対策については、次のような意見があった。 

・ 中学校の通学区域の小学校の規模があまりにも違う場合、過小規模校から入学し

てくる生徒が馴染みにくくなる可能性もあり、不登校などの原因にもつながる恐れ

があります。バランスを考えた通学区域の見直し、もしくは中学校の通学区域内で

の学校選択制の導入が必要と考えます 

・ 学校選択制については、特定の学校に希望が集中したり、小規模校がより小規模

化しないような制度設計が必要である 

・ 学校は地域コミュニティの中核的な施設なので、統合を行う場合は児童生徒の教

育環境の改善となることを地域住民に説明する必要がある 

など。 

 
 
 まとめ  
 
これまでの意見から過小規模校の課題改善を図る方策としては、以下の内容で対策

を進めていくべきである。 

・ 過小規模校については、集団生活の良さが生かしにくいことや、集団生活を通し

て培われる様々な資質や能力の向上が期待しにくいことから、個別の事情等を十分

考慮しながら通学区域の見直しや統合などの手段によって解決されるようにすべき

である。 
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(2) 過大規模校対策 

過大規模校についても、以下の課題解決策を検討しました。 

 
 
 対策方法  
 

ア 通学区域の見直し 

大規模な学校に対しては、通学区域の一部を隣接する学校の通学区域に編入し、

通学区域の規模を縮小させる。 

イ 学校選択制の導入 

特定の地域に住む児童生徒に限って、就学が指定されている学校か、他の学校を

選択することを可能とする。 

ウ 学校施設の整備 

将来の学級数を見通して、教室改修や新築増築する際には、給食配膳室、職員

室、トイレ等の整備も検討する必要がある。また、体育館や運動場も狭くなること

も考慮する必要がある。 

エ 教職員の増員 

東京都や大阪市などのように副校長＊などを設置して学校内の管理体制を強化する

ことや、担任以外でもフォローできる教職員を増やすことなども検討する。 

＊ 副校長とは、「校長を助け、命を受けて校務をつかさどる」（学校教育法第３７条５項）

者をいい、校長と教頭の間に位置づけられる。 

 
 
 対策方法に対する意見  
 
ＩＣＴの進展やグローバル化などを受け、学習指導要領の改訂、特別支援教育の推

進、新放課後こども総合プランの策定など学校を取り巻く状況は大きく変化していま

す。こうした変化により、過大規模校や大規模校においては、様々な活動に使用する

教室や支援学級の増加、留守家庭児童育成室の増加などの要因も加わり普通教室の確

保が困難になっている。 

そのような状況において、過大規模校対策としては、次のような意見が出た。 

・ 大型開発などで新しいコミュニティが誕生する場合などは、通学区域の変更と

いう考えでなく、新たな通学区域の設定と考えるべきではないか 

・ 中学校の通学区域内限定での通学区域の見直しや学校選択制の導入には、一定

の合理性があると思うことから、まずは地域コミュニティが形成される前の新規

開発を中心に、最適な通学区域の見直しを検討するべきだと考える 

・ 大規模な開発により児童生徒数が大幅に増加する地区については、当該地区の

通学区域の学校が大規模校で、隣接する学校が小規模校であれば、隣接する学校

の通学区域とする方がいいと考える 

・  通学区域の見直しをする場合、その地域に旧の学校に在籍している児童生徒が

いる場合は、新しい学校の通学区域と指定するのか、学校選択制を導入して通学

区域を弾力的に運用するか検討すべきである 
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・ 学校を選択した後、事情により当初の指定校へ変える場合は、従来の指定校変

更の考えに沿って行うべきである 

・ 友人関係などを理由に、仲の良い者が誘い合って移動することにより、一部の

学年だけ突出した移動希望となり、受け入れた小規模校側で、学年間の歪さが生

じることを防ぐため、学校選択制の場合、指定先の受け入れに、学年ごとの上限

を先に示しておく必要がある 

・ 教室不足など物理的な教育環境の課題に対しては、教職員の増配置等で児童生

徒の教育環境を整えることにより、デメリットを少なくできるのではないか 

・ 標準規模以上の学校においては、増加傾向にある支援学級に使用する教室の確

保も重要な課題である 

など。 

 
 
 まとめ  
 

これまでの意見から過大規模校の課題改善を図る方策としては、以下の段階に整

理し対策を進めていくべきである。 

① 通学区域見直しの実施 

ア 中学校ブロック内の小学校の通学区域の見直しにより解決できる地区は、その

範囲内で通学区域の見直しを実施 

イ 中学校ブロック内の小学校の通学区域の見直しにより解決できない地区は、隣

接する中学校ブロックの小学校も含めた通学区域の見直しを実施 

ウ 隣接する中学校ブロックの小学校も含めた通学区域の見直しも困難な場合、よ

り広域な通学区域の見直しを検討 

 

② 通学区域の見直しが困難な場合 

ア 増築や建替えにより必要教室数を確保 

イ 隣接する小学校との間で学校選択制を導入 

ウ 加配教職員等を配置（吹田市に権限がないことが課題） 
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(3) 課題対策を進めるうえでの留意点等 
 
 

 留意点等に対する意見  
  
学校規模の課題解決の留意点として、次のような意見が出た。 

 ・ 学校の施設整備計画は、築年数に加え、在籍児童数、学級数の推移、過大規模化

や統廃合の可能性、他の中学校の通学区域の状況も含めて、教育施設の効率的な運

営の観点から検討する必要がある。 

 ・ 平成１４年度と今とでは、児童生徒数の推移などは変わったのでしょうか。しか

し、当時の議論で出されていた課題は今でも同じであると思う。 

 ・ その地域の子供たちにとっても、より良い教育環境を提供することが教育委員会

としては最優先事項であることを伝えていくべき。 

・ 大規模校から小規模校へ通学区域の見直しや、通学区域を柔軟に見直しするだけ

では課題の解消が困難な場合もあり、通学区域の状況に応じて様々な方策を検討す

べき。 

・ 予算にも限りある中、学校の老朽化対策も考えていかなければならない現状で

は、いろいろな対策を盛り込んでいく必要がある。 

・ 子供たちのより良い教育環境の確保のため、保護者や地域住民への情報共有と自

分たちの地域の子供たちにとっての課題であることの共有をお願いする。 

・ ５０年先の教育環境も見据えた建替え、新築計画をお願いする。 

・ 目指すところは、あるエリアごとの規模の平準化や適正化を通じて、児童生徒に

より良い教育環境を提供することなので、まずは、全市レベル、中学校の通学区域

レベル、学校単位レベルといった検討レベルごとに分けて課題を整理し、学校の在

り方（検討する際のコンセプト）を定め、検討対象エリアを設定し、通学区域の見

直し、学校選択制、学校の統合などのメニューを組み合わせて課題解決を検討し、

そのプロセスや結果についてメリット、デメリットを検証することを繰り返してい

くことになると思う。 

 ・ 増築や建替え等により必要教室数の確保を検討する場合には、施設の維持管理費

用や修繕更新費用、施設の長寿命化、公共施設の最適化等も踏まえた教育施設の効

率的な運営を図る視点をもって取り組むこと。 

など。 

 
 
 まとめ  
 
これまでの意見から学校規模の課題解決に対しては、以下に示す内容に留意し、対

策を進めていくべきである 

１ 今回の対策は、地域の児童生徒の教育環境改善が最優先課題であり、子供たちに

とってより良い教育環境の確保の視点で、標準的な学校規模の実現・維持を考える

ことが最も重要である 
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２ 通学区域の見直しを行う場合には、目的や現状情報提供、対策案などについて、

数的根拠等に基づいた丁寧な説明と意見集約を行い、対策案の見直しを行うべきで

ある 

３ 平成１４年度（2002年度）の推計と現状とを比較・検証し、今後の計画に幅をも

たせることも必要である 

４ 中学校ブロック内での対策、中学校の通学区域をまたぐ場合についての対策を検

討すべきである 
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第５章 今後の検討課題                         

１ 通学区域の見直し 

今回の検討委員会での議論は、過大規模校や過小規模校の教育環境の改善が趣旨です

ので、通学区域の見直しも、まずはこの趣旨を評価基準とすべきです。 

また、具体的な通学区域の見直し案の検討においてメリット、デメリットを分析する

際も、基本的にはこの評価基準に沿って判断し、それ以外の地域性などの要件は評価基

準から外して考えるべきです。 

ただし、この評価基準以外にも評価基準として「課題対策を進めるうえでの留意点

等」に示されることも合わせて考慮することは良いと思います。 

 

２ 保有教室の調査等 

普通教室を増築する場合は、敷地内に一定の規模と形状が求められる一方、図書室、

倉庫、更衣室等は、規模や形状が比較的自由なスペースであるため、これら比較的自由

度の高いスペースを確保することで、将来普通教室が不足した場合にこれらのスペース

を普通教室に転用することが可能となります。 

また、普通教室が不足した場合の解決策として、通学区域の見直しや、学校敷地内で

の増築の検討、不足分を同じ中学校の通学区域にある小学校のうち、敷地に余裕のある

学校での増築の検討、敷地外での増築の検討等を行うこととなりますが、この検討する

際の解決案の困難さや課題、解決の糸口などについて“見える化”することが重要で

す。 

そのべースとなる現在学校が保有している普通教室及び普通教室への転用が可能な教

室数の正確な把握を専門家に協力を得ながら実施することが必要であると考えます。 

 

３ 学校施設の建替え等 

子供たちにとってより良い教育環境を作るために、学校を管理していくことになる

が、長期修繕計画や個別施設計画なども踏まえ、児童生徒数や学校規模の変動を考慮す

る期間、既存施設の利用を優先すること、建替を検討する築年数等を調査しておくこと

で、長期的に必要な事項や費用を把握することができ、各年度の修繕費用の平準化や計

画的な確保にもつながります。今後の学校施設の建替えについてもこれらの点も踏まえ

て検討していくことが望ましいと考えます。 
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 おわりに     

教育委員会からの諮問を受け、当検討委員会では、「子供たちにとってより良い

教育環境を作る視点」や「教育施設の効率的な運営を図る視点」に立ち、議論を進

めてきました。

 

 

＜諮問１：学校規模等における基本的な考え方について＞ 

当検討委員会では、集団の中で学び合い、育ち合うためには、一定の集団規模

であることが望ましいと考え、学校規模を、9頁「学校規模の分類」のように分類

しました。そこで、過小規模や過大規模となれば、豊かな学びの場として十分な

教育環境を保障することは難しいとの意見が多く出され、対策の必要性について

議論がなされました。 

また、いわゆる在籍人数や学級数等だけであらわされる学校の規模ではなく、

豊かな学校生活を保障できる教育環境として、施設・設備・人的配置も含めた学

校規模を考えることが重要であるとの共通認識をもちました。 

今後の推計を注視し、現在および将来の過小規模校及び過大規模校について、

対策を検討されるよう願うものです。 

 

＜諮問２：本市学校規模の課題に対する具体的な方策について＞ 

 吹田市においては、各校の状況に合わせた工夫を行いながら、豊かな教育の

推進を進めてきました。しかしながら、近年、再開発が進む地域、千里ニュータ

ウンの集合住宅の建て替えなどにより学校規模の二極化が進んでいます。さらに、

令和３年（2021年）３月３１日に可決された「公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律案」が４月１日に施行さ

れたことから、特に過大規模校の増加が見込まれています。 

この現状を踏まえ、当検討委員会では、通学区域の見直し、施設の増改築、人

的配置等、様々な方策について議論がなされました。今後、吹田市教育委員会で

各学校の通学区域の実情に合わせた対策等を検討・実施するにあたっては、「子供

たちにとってより良い教育環境を作る視点」を十分尊重され、具体的施策を検討

されることを願うものです。 


